


































－ 1 － 
中国家電品流通の端緒的研究 
























































 中国の家電産業はこの 20 年間で急速に発展した。激しい国際競争が展開される中で、現在、
国際競争力がある産業として発展している。生活水準が顕著に反映される家電品（カラーテ
レビ、電気冷蔵庫、洗濯機、エアコン、ＤＶＤなど）では、生産量でみると、世界トップク
ラスの生産大国になった。2003 年、カラーテレビの生産量は 7,030 万台、冷蔵庫は 2,208 万




































1985 1990 1995 2000 2003  
都市 農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村 
カラーＴＶ 17 1 59 5 90 17 117 49 136 68 
電気冷蔵庫 7 0 42 1 66 5 80 12 89 16 
洗濯機 48 2 78 9 89 17 91 29 94 34 
エアコン - - - - 8 - 31 1 62 3 









































 家電の集積地域 主な大手企業 
１ 珠江三角洲 ＴＣＬ、康佳、美的、格力、科竜、創維、格蘭仕など 
２ 長江三角洲および周辺 春蘭、小天鵝、奥克斯、新科、美菱、栄事達など 
３ 青島および周辺 海爾、海信、奥柯瑪、小鴨など 
注）田 雋［2003］。 
 

























格が大規模な値下げが 10回も行われ、21 インチのカラーテレビの平均売価は、95 年の 3,000






突入したといえる。00 年の上半期、家電企業 22 社の粗利益は、前年同期比で 20.1％下降し、





















は７割がＯＥＭである*6。中国の家電輸出額は、1999 年の 42.2 億ドルから、01 年の 69.3 億
ドルへと着実に上昇している。 





























 2000 年末、「北京大中電気」は「エレクトロラックス」の空調の経営権を 15,000 万元で、
また「北京百貨店」は「楽華」の変頻空調を 1,000 万元で買収した。また「成都華聯」は「長
















入ラッシュにより新規企業が急増し、85 年にはメーカー数は 78 社に達した。急増の背景と
しては、海外からの技術導入が活発に行われたこと、および政府による高価格水準での統制
が行われたことが指摘される（天野他［2003］、60 頁）。その後カラーテレビ産業は順調に発











自由化が進められた。供給過剰になり市場経済化が進む。95 年の生産能力は 4,467 万台に
ものぼったが、実際の生産台数は 2,100 万台前後で、稼働率は５割未満であった（渡邉








      表３ カラーテレビの販売台数シェア①（2004 年見込み） 単位：万台  ％ 
 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

























表４ カラーテレビの販売台数シェア②（2004 年１月）   単位：％ 
 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 
企業 長虹 康佳 王牌 創維 海信 海爾 三洋 ソニー ＳＶＡ 熊猫 
シェア 16.23 14.03 11.54 10.55 9.02 6.32 4.73 3.55 3.49 2.91 
注）国家信息中心信息資源開発部「大型商城小売統計」による。10 社の累積集中度は 82.39％である。 
 
表５ カラーテレビ（25インチ以上）の販売台数シェア③（2004 年３月） 単位：％ 
 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 
企業 ＴＣＬ 康佳 創維 長虹 海信 海爾 飛利浦 ソニー 厦華 ＳＶＡ 
シェア 17.33 17.11 15.46 15.01 9.69 4.84 3.24 3.11 2.88 2.07 
注）中華全国中心信息による。10 社の累積集中度は 90.74％である。 
 
表６ 液晶テレビの販売台数国内シェア④（2004 年見込み） 単位：万台  ％ 
 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 


























































 2003 年、中国の冷蔵庫生産台数は約 2,200 万台で、世界最大の生産国である。また、中国
産冷蔵庫は、海外市場に毎年平均 50％を輸出されており、2003 年の実績は、容量 200 ㍑以下
－ 10 － 
の小型冷蔵庫中心に 1,039 万台（5.5 億㌦）である（富士経済［2004］207 頁）。冷蔵庫産業
の歴史は３段階に分けられる。 
 
表７ 電気冷蔵庫の販売台数シェア①（2004 年見込み） 単位：万台 ％ 
 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

























    表８ 電気冷蔵庫の販売台数シェア②（2004 年３月） 単位：％ 
 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 
企業 海爾 新飛 容声 西門子 伊菜克斯 ＬＧ 美菱 奥柯瑪 三星 栄事達 
シェア 25.06 13.35 11.38 10.85 7.40 6.87 6.30 3.70 3.52 1.98 
注）中華全国中心信息による。10 社の累積集中度は 90.41％である。 
 



















－ 11 － 




















表９ 洗濯機の販売台数シェア①（2004 年見込み） 単位：万台  ％ 
 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 




















表 10 洗濯機の販売台数シェア（2004 年３月）           単位：％ 
 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 
企業 海爾 小天鵝 栄事達 ＬＧ 松下 シーメンス 三星 恵而浦 小鴨 日立 
シェア 24.89 19.83 10.16 7.84 6.32 5.62 3.53 3.23 2.62 2.00 









 中国の家庭用洗濯機メーカーは 100 社を超え、2003 年の生産台数は 1,900 万台で世界第１






























































表 12 日中家電メーカーの主な提携関係 



























































－ 15 － 
３級市場小売商・系列店と取引する（張他［2003］177-8 頁）。これとは別に家電専門店を担
当する大規模得意先サービスセンターが設立されている。系列店は「１県１店舗」が原則で
あり（ただし、大きい県は複数）、2000 年までに農村を中心に約 1,000 店舗、現在はおよそ








１級市場小売商  小売商 
 
販売会社(42)  販売センター  系列店  消費者 
 










現地関係者の聞き取り調査によると、系列店 40％、家電専門店チェーン 40％、百貨店 10％、
総合量販店５％、その他５％ということであった。 









2000 年末、惠州市政府が株式の 59％、従業員が 41％（そのうち李 東生総裁が 2.97％、袁 
信成副総裁が 0.54％）をもついわば地方国有企業であるが、経営の独立性は比較的高いと言
われる。集団公司のもと、テレビやＡＶ事業などを行う「ＴＣＬ国際ホールディングス」（香
－ 16 － 
港上場）、電話事業を行う「ＴＣＬ通信設備」（深圳上場）などがある。2003 年の売上は 5100
億円、過去 10 年の年平均成長率は 40％超、従業員 45,000 人、世界最大の生産規模をもつテ
レビの他、携帯電話、ＰＣ、家電など幅広い製品群をもっている*14。 


























 さらに、2004 年 11 月には、松下に続いて東芝と白物家電の合弁会社を設立することで合







 ＴＣＬは 1992 年までは、長虹などと同じように、メーカー→国有卸売商（１級→２級→３








全国を５つの管理区域に区分し、27 の販売会社と 170 の末端営業部を設置して、全国すべて







表 13 松下の中国における事業展開 






































                  （松下）          （国有） 
     日本  輸出  中国本部     輸入代理商     小売店 
                            輸入品  （松下） 
























ど 25 都市で 21 支社をもつようになり、店舗数は 150 に達した。現在、家電専門店チェーン
では中国最大の売上（2003 年、約 200 億元）をもち、全国規模のチェーン店網を形成してい
る。 
 国美電器躍進の要因としては、チェーン・オペレーションの徹底、家電専門店としての業 
－ 19 － 
表 14 家電専門店の売上ランキング（2001 年） 単位：万元 
順位 企業名 年間販売額 店舗数 
１ 三聯商社 702,600 177 
２ 国美電器有限公司 615,047 84 
３ 蘇寧電器集団 399,107 91 
４ 江蘇五星電器有限公司 254,600 66 
５ 上海永楽家用電器有限公司 205,142 22 
６ 華聯集団家用電器公司 166,000 20 
注）中国連鎖店協会［2002］による。 
 
表 15 家電専門店の売上ランキング（2002 年） 単位：万元 
順位 企業名 年間販売額 店舗数 
１ 北京国美電器有限公司 1,089,649 64 
２ 蘇寧電器集団 606,843 134 
３ 上海永楽家用電器有限公司 489,500 40 
４ 江蘇五星電器有限公司 323,339 76 
５ 華聯集団家用電器公司 90,000 15 
６ 深圳市順電連鎖経営有限公司 80,000 3 
７ 河南通利量販有限公司 60,000 20 
８ 広州市東澤電器連鎖商社 10,455 9 
注）中国連鎖店協会［2003］による。 
 
表 16 家電専門店の売上ランキング（2003 年） 単位：万元 
順位 企業名 年間販売額 店舗数 
１ 北京国美電器有限公司 1,779,235 139 
２ 蘇寧電器集団 1,209,765 148 
３ 三聯商社 1,067,560 202 
４ 上海永楽家用電器有限公司 876,018 55 
５ 江蘇五星電器有限公司 510,688 96 





ンである。チェーン経営形態のメリットが発揮されるようになったのは、1998 年に、10 数年 
－ 20 － 
表 17 国美電器年表 





























































































どで、10 数所の地域連鎖管理センターと 200 社の連鎖企業を設立した。わずか 13 年間で、
蘇寧は江蘇省南京市の 10数人従業員と資本金数 10万元の小さい会社から、現在、全国の 20




エアコン」の年産量は 50 万台、その 70％を欧亜に輸出している。この他にも製造
業、不動産の開発、電子商取引などの事業も展開している。蘇寧電器の中核事業である流通 





































蘇寧電器は国美電器と北京で激烈商戦を行なった。00 年末、蘇寧は 3年以内に全国で 160 店






－ 23 － 
 蘇寧電器に関する最近の動向は、次の通りである。2002 年２月、済南市に進出し、９月、
松下、ＴＣＬ、長虹などから 10 億元分のカラーテレビ 50 万台を買い入れ、10 月、北京、上
海、重慶、寧波、常州の５都市で６店舗を同時出店した。この年、蘇寧は中国商業連合会か
ら「中国商業名牌企業」という栄誉が授与され、江蘇省の大型民営企業のトップに輝いた（中
国連鎖経営協会［2004］）。03 年３月、南京市山西路に、売場面積 18,000 ㎡の大型直営店を
オープンした。04 年７月、深圳証券取引所に上場、11 月、ハイアールと合弁事業を開始、家
電業界に衝撃を与えた。同年２月、中国政府は年末の小売分野の全面的に開放に備えて、蘇











 蘇寧電器の株主構成は、張 近東が 1990 年に、個人で創設した家電店であることから、家
電メーカーとは異なり、個人株主の比率が高い。 
 
表 18 蘇寧電器の 10大株主（2004 年 12 月 31 日現在） 





















































－ 24 － 
（４）三聯商社*20 















































表 19 三聯商社の 10大株主（2004 年 12 月 31 日現在） 












































































中央レベル     省・市レベル      地区・地方レベル 
（国務院） 
商業部  商業庁・局  商業処・科 
 











 1978 年、政府が製品の一部を自由に販売することを認めるようになって以来、その後 90
年代前半までは計画配分と価格統制は残存し、15 年前後にわたり中国経済は、計画と市場と
いう相反する経済原理が併存という状況（双軌制）が続いた。生産財の場合、80 年に 837 種
類が中央政府により計画的に配分されていたが、88 年には 72 種類、93 年には 11 種類に減少








































図４ 白黒／カラー・テレビの流通チャネル（1986 年上半期） 
       52.8％    商業部 １級卸 
 メーカー                         ２級卸  ３級卸  百貨店等  消費者 
                電子工業部 １級卸                                         5.2％          
44.8％ 
 
注）この他輸出が 2.5％ある。丸山［1996］図３（12 頁）などから作成。 
 
（３）「メーカーによるチャネル網構築の時代」（1989－94 年） 
 1989 年、天安門事件直後の共産党第 13 期４中全会で、改革・開放政策が確認されるとと
もに、社会主義の現代化が進められることになった。天安門事件の影響で、90年の国内総生
－ 28 － 
産（ＧＤＰ）前年比で実質 3.8％増と、70 年代末の改革・開放政策以来の最低を記録した。
しかし、92 年、中国高度成長の起点ともされる鄧 小平の「南方（視察）講話」が行われ、















































































































































































                              
*1 ここの論述は、主に田 雋［2003］による。 
*2 富士経済［2004］による。 
*3 「朝日新聞」（2004 年 10 月 13 日）による。 
*4 「人民網日本語版」（2004 年 7 月 30 日）によれば、ＴＴＥ公司の 2004 年のテレビ販売
台数は 2千万台を超え、販売総額は 40億ドルに達する見込み。 
*5 2000 年の全国過剰生産台数は、カラーテレビは 2,000 万台、エアコンは 800 万台、冷蔵
庫は 1,000 万台、および洗濯機は 1,100 万台と算出されている。 
*6 「朝日新聞」（2004 年７月 20 日）による。 
*7 ここの論述は、主に田 雋［2003］による。 
*8 同上。 




－ 33 － 
                                                                                   
*12 同上。 
*13 海爾のマーケティング・チャネルに関しては、Liu Zili 氏（同社 商流推進本部部長）
に対する聞き取り調査等による。 
*14 「日本経済新聞」（2004 年 12 月 20 日）による。 
*15 「人民網日本語版」（2004 年 7 月 30 日）による。 
*16 「日本経済新聞」（2004 年 11 月４日）による 
*17 胡 欣欣（中国社会科学院 研究員)の調査による。 
*18 ここの論述は、主に周 錫冰［2004］による。 
*19 「日本経済新聞」（2005 年５月９日夕刊）による。 
*20 注 15 に同じ。 
*21 消費財は商業部、生産財は物資部が担当したが、２つの官庁の名称はその後何度も変更
され、現在、国家国内貿易局になっている（丸川［1999］193 頁）。 
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＊中国語文献の引用は、 小英・劉 虹波（専修大学大学院商学研究科 修士課程）の翻訳による。 
 
◎本研究は、文部科学省・平成 17 年度・科学技術研究費補助金「基礎研究（Ｂ）」による研
究成果の一部である。 
